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カブシキガイシャ コクゼイショウジ

トウキョウト

XXX XXXX

株式会社 国税商事

事業を開始した日の属する課税期間の初日から登録

を受けようとする法人以外の法人で、資本金の額又

は出資の金額が1,000万円以上の法人（消費税法上

の「新設法人」をいいます。）、特定新規設立法人

又は「消費税課税事業者選択届出書」の提出により、

課税期間の初日から課税事業者に該当する場合は、

こちらに☑を記載してください。

【次葉の作成漏れにご注意ください！】

次葉の｢登録要件の確認｣欄は、全ての事業者の方が記載する必要があります。

03 XXXX XXXX

｢適格請求書発行事業者の登録申請書｣(初葉)の記載例

【 法 人 用 】

【公表に関する留意事項】

適格請求書発行事業者として登録された場合は、｢名称｣、｢本店又は主たる事務所の所在地｣（人

格のない社団等を除く。）及び｢登録番号｣が公表されます。

※ 人格のない社団等で｢本店又は主たる事務所の所在地｣の公表を希望する場合は、｢適格請求書発行事業

者の公表事項の公表(変更)申出書｣を提出する必要があります。

【公表事項】

登記情報を記載してください。

※ 登記情報は、｢国税庁法人番号公表サイト｣
でご確認いただけます。

国税 太郎

コクゼイ タロウ

ｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘ

法人番号が指定されている場合
は、必ず記載してください。

※ 法人番号は、｢国税庁法人番号公表サイ
ト｣でご確認いただけます。

事業を開始した日の属する課税期間の初日から登録

を受けようとする法人以外の法人で、上記の新設法

人に該当しない法人、特定新規設立法人に該当しな

い法人又は「消費税課税事業者選択届出書」の提出

により課税期間の初日から課税事業者に該当しない

場合は、こちらに☑を記載してください。

事業を開始した日の属する課税期間の初日から登

録を受けようとする場合は、こちらに☑を記載して

ください。

初葉「事業者区分」、次葉「免税事業者の確

認」欄の記載について判断できない場合は、

「登録申請書の書き方フローチャート」に判

定フローがありますのでご利用ください。

トウキョウト〇〇ク△△ □－□

XXX XXXX

トウキョウト〇〇ク△△ □－□

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/hojin/annai/invoice_04.htm
https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/
https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/shohi/annai/pdf/0022012-012.pdf


｢適格請求書発行事業者の登録申請書｣(次葉)の記載例

【 法 人 用 】

全ての事業者の方が記載する必要があります。

免税事業者の方は、適格請求書発行事業者となった場合、登録がされた日以降の取

引について消費税の申告が必要となります。

※ 申請書の提出時点では免税事業者の方が、令和５年９月30日までに課税事業者となる場合は、登録がされた日以降では

なく、課税事業者となった日以降の取引について消費税の申告が必要となります。

申請書の提出時点で課税事業者の方が、令和５年９月30日までに免税事業者となった場合でも、適格請求書発行事業者

として登録された日以降は、再び課税事業者となり、登録がされた日以降の取引について消費税の申告が必要となります。

初葉の｢事業者区分｣欄で、｢免税事業者（新たに事業を開始した個人事業者又は新たに設立された法人等を除く）｣

又は、新たに事業を開始した個人事業者又は新たに設立された法人等で「上記以外の免税事業者」を選択した方は、

「免税事業者の確認」欄のいずれかにチェックを入れてください。

登録希望日（課税期間の初日を希望する場合を含みます。）
から登録を受ける場合は、こちらに☑を記載の上、事業内容や
登録希望日などを記載してください。

※ 個人番号の記載は不要です。

登録を受けようとする課税期間が納税義務の免除の適用を受
けないこととなる課税期間（消費税課税事業者（選択）届出書
を提出し課税事業者となる課税期間をいいます。以下同じで
す。）で、その初日から登録を受ける場合は、こちらに☑を記
載してください（登録を受けようとする課税期間の初日から起
算して15日前の日まで申請書を提出する必要があります。）。

登録を受けようとする課税期間が納税義務の免除の適用を受
けないこととなる課税期間である場合（登録を受けようとする
課税期間の初日から起算して15日前の日までに申請書を提出で
きなかった方）は 、こちらに☑を記載してください。

免税事業者の方も適格

請求書発行事業者の登録

を受ける場合に｢はい｣に

☑を記載してください。

国内に本店又は主たる事

務所を有している法人は、

納税管理人を定める必要が
ないため、｢はい｣に☑を記

載してください。

罰金以上の刑に処せられた

ことがない場合は、｢はい｣に

☑を記載してください。

(注) ｢加算税｣や｢延滞税｣は罰金で
はありません。

｢いいえ｣の場合は、下欄の

執行状況(※)について記載して
ください。

※ 下欄の確認事項が｢いいえ｣
の場合、申請が拒否されるこ
とがあります。


